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急がれる小中学校施設の耐震化
～公民連携による早期実施に向けて～ ①

１． 本年5月に起きた中国・四川大地震では、学校校舎の崩壊で多くの子供達が犠牲になったが、その
ショック醒めやらぬ6月、日本でも岩手・内陸地震が発生し、学校施設の被害が多数確認された。公立学
校は、子供達が日中の過半を集団で過ごす場所であるばかりか、災害時の避難場所にも指定されてお
り、その早期耐震化は喫緊の課題と言える。

２． しかしながら、先に文部科学省が公表した公立学校施設の耐震改修状況調査結果（H20.4.1現在）に
よれば、未だ耐震性を備えていない小中学校施設が全国で数多く残されていることが確認された。ここ九
州地域でも状況は同様であり、具体的には以下のような点を指摘することができる。

① 九州8県において、旧耐震基準時代（S56の建築基準法改正以前）に建設された小中学校施設は約
11千棟あるが、このうち補強工事等により耐震性を備えた施設は約2割（全国平均：約4割）に過ぎない。
結果、8県の小中学校施設全体の耐震化率は55%に止まり（全国ベース平均：62%）、未だ耐震性を備えて
いない施設は約8,800棟存在している。【付-1】

② とりわけ長崎県下においては、旧耐震基準の小中学校施設約1,800棟のうち耐震性を備えた施設
は未だ約1割に過ぎず、県下全体の耐震化率39%は全国最低となっている。【付-1】

③ 耐震性を備えていない小中学校施設が100棟以上残されている市は16あり、なかでも北九州市
（840棟、耐震化率30%）、長崎市（492棟、同32%）、福岡市（473棟、同53%）、熊本市（351棟、同48%）などで
多い。【付-2】

④ 直近1年間をみても耐震補強工事実施のペースは上がっておらず、仮に今後もこのペースが続くと
仮定した場合、8県の全小中学校施設の耐震化完了まで約17年程かかると試算される（全国ベース試
算：約15年）。【付-2】
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急がれる小中学校施設の耐震化
～公民連携による早期実施に向けて～ ②

３． 上記のように、今後耐震化の必要な小中学校施設が数多く残される一方で、昨今の自治体財政は厳し
い状況にあり、一刻も早い耐震化完了実現のためには、民間活力導入等による新たな事業スキームが
必要とされるところである。ここで、民間事業者からのヒアリング等もふまえて想定できる一試案のポイン
トを挙げれば、以下のとおりである。

① 自治体サイドにて、複数施設の耐震化工事全体のプロジェクト・マネジメント（PM）を行う事業者をあ
らかじめ選定

② 選定された事業者によるPMのもと、地場の設計・建設会社の活用により、上記工事を短期間で実施

③ 自治体からPM事業者に対し、全体工事費を割賦で支払い

このようなスキームが可能となれば、自治体サイドとして、(a)財政負担を平準化（・軽減）しつつ、(b)地
場企業の活用により、(c)多くの小中学校施設の耐震化工事を短期間で実施可能、といったメリットが生
まれることとなる。【付-3】【付-4】

４． 上記スキーム実現にはハードルも想定される。具体的には、労務・部材調達の問題、工事実施可能時
期の問題、関係省庁との諸調整などが挙げられよう。しかしながら、これら以上に大きなハードルとして
考えられるのが、自治体サイドにおける「この地域では大地震は起こらないだろう」「新たな事業スキーム
は内外との調整が大変」といった潜在意識ではないだろうか。

先の国会で、改正地震防災対策特別措置法も成立し、危険度の高い小中学校施設の耐震補強工事
に対する国庫補助率引上げ等の支援措置も講じられることとなったところである。今こそ、先延ばしを止
め、小中学校施設の早期耐震化に向け公民一丸となって動き出す時と言えよう。上記試案もそのきっか
けとなることを期待したい。



4

【付-1】 公立学校施設の耐震改修状況調査結果（文部科学省）より ①

１． 各地方毎の小中学校施設耐震改修状況

全棟数 耐震化率 耐震化率

S57以降 S56以前 (全体) (S56以前分)

A B C 耐震済　D 未耐震　E (B+D)/A D/C

全国 127,164 48,845 78,319 30,370 47,949 62.3% 38.8%

北海道 6,628 2,626 4,002 585 3,417 48.4% 14.6%

東北6県 11,993 5,341 6,652 2,083 4,569 61.9% 31.3%

関東・甲信9都県 31,891 10,628 21,263 10,739 10,524 67.0% 50.5%

北陸・新潟4県 7,077 2,920 4,157 1,119 3,038 57.1% 26.9%

東海4県 15,065 5,766 9,299 6,627 2,672 82.3% 71.3%

近畿6府県 20,807 7,565 13,242 5,201 8,041 61.4% 39.3%

中国5県 8,794 3,649 5,145 791 4,354 50.5% 15.4%

四国4県 5,250 1,971 3,279 757 2,522 52.0% 23.1%

九州8県 19,659 8,379 11,280 2,468 8,812 55.2% 21.9%

福岡 5,121 2,053 3,068 580 2,488 51.4% 18.9%

佐賀 1,062 495 567 158 409 61.5% 27.9%

長崎 2,593 825 1,768 185 1,583 39.0% 10.5%

熊本 2,543 1,041 1,502 297 1,205 52.6% 19.8%

大分 1,319 663 656 130 526 60.1% 19.8%

宮崎 1,792 658 1,134 621 513 71.4% 54.8%

鹿児島 3,346 1,352 1,994 488 1,506 55.0% 24.5%

沖縄 1,883 1,292 591 9 582 69.1% 1.5%
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【付-2】 公立学校施設の耐震改修状況調査結果（文部科学省）より ②

全棟数 耐震化率 耐震化率

S57以降 S56以前 (全体) (S56以前分)

A B C 耐震済　D 未耐震　E (B+D)/A D/C

九州8県 19,659 8,379 11,280 2,468 8,812 55.2% 21.9%

福岡 5,121 2,053 3,068 580 2,488 51.4% 18.9%

うち北九州市 1,194 305 889 49 840 29.6% 5.5%

うち福岡市 1,002 408 594 121 473 52.8% 20.4%

うち久留米市 279 108 171 13 158 43.4% 7.6%

うち飯塚市 150 47 103 1 102 32.0% 1.0%

佐賀 1,062 495 567 158 409 61.5% 27.9%

唐津市 223 73 150 33 117 47.5% 22.0%

長崎 2,593 825 1,768 185 1,583 39.0% 10.5%

長崎市 726 203 523 31 492 32.2% 5.9%

佐世保市 400 152 248 9 239 40.3% 3.6%

諫早市 203 73 130 21 109 46.3% 16.2%

熊本 2,543 1,041 1,502 297 1,205 52.6% 19.8%

熊本市 679 250 429 78 351 48.3% 18.2%

八代市 191 64 127 22 105 45.0% 17.3%

天草市 203 61 142 5 137 32.5% 3.5%

大分 1,319 663 656 130 526 60.1% 19.8%

大分市 285 139 146 35 111 61.1% 24.0%

宮崎 1,792 658 1,134 621 513 71.4% 54.8%

延岡市 180 44 136 15 121 32.8% 11.0%

鹿児島 3,346 1,352 1,994 488 1,506 55.0% 24.5%

鹿児島市 709 326 383 239 144 79.7% 62.4%

鹿屋市 213 86 127 10 117 45.1% 7.9%

薩摩川内市 256 89 167 43 124 51.6% 25.7%

沖縄 1,883 1,292 591 9 582 69.1% 1.5%

２． 九州地域の小中学校施設耐震改修状況 ３． 耐震化完了年数試算

未耐震棟数 直近1年の 耐震化完了

耐震化工事 年数試算

F 棟数推定G F/G

全国 47,949 3,244 14.8

九州8県 8,812 515 17.1

G：　H20.4.1現在のD数値からH19.4.1現在のD数値を

　　　差し引いて算出
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【付-3】 耐震改修等PPPスキーム案 ①

設計会社a 地場ゼネコンａ ・・・

地場ゼネコンｂ

地場ゼネコンｃ

設計会社a 地場ゼネコンａ ・・・

地場ゼネコンｂ

地場ゼネコンｃ

融
資

返
済

①
・耐震診断実施
・耐震計画の策定
・対象施設の選定

④全体PM
・技術・工法支援
・労務・資材調達支援
・品質管理支援
・一部工事施工
・工期管理
・資金調達 等

④・工事資金
・国庫補助等つなぎ資金

ＳＰＣ＝ＰＭ

（ｽｰﾊﾟｰｾﾞﾈｺﾝ or
部材ﾒｰｶｰ or  ･･･）

金融機関

自治体

補
助
金
等

・・・

⑤工事代金（割賦）

国

・
・・

設計会社b

設計会社c

・
・・

【スキーム案一例】

②選定

③公募・選定
→請負契約締結

④④
発
注
発
注

※施行期間中における企業のデフォ
ルトリスク等は自治体が負担
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【付-4】 耐震改修等PPPスキーム案 ②

①自治体にて耐震診断実施のうえ、耐震化工事対象施設選定、耐震計画策定
②自治体にて、実際の設計・工事を担う複数の地場設計会社・地場ゼネコンを、各社の信用力スクリーニングの
上で、あらかじめ選定
③自治体は、上記地場設計会社・地場ゼネコンの活用を前提に、耐震化工事全体のプロジェクト・マネジメント
（ＰＭ）を行う事業者を公募・選定
④公募で選定された事業者によるＰＭのもと、上記地場設計会社・地場ゼネコンの活用により、耐震化工事全体
プロジェクトを短期間で実施（施行期間中における地場設計会社・地場ゼネコンのデフォルトリスク等は自治体が負担）

⑤自治体は、ＰＭ事業者に対し、工事代金を割賦で支払い

＜自治体のメリット＞
・民間活力の導入（※）により、多くの小・中学校の耐震化工事を短期間で実施可能（→学校間の不公平感解消）
（※大手事業者がPMを担うことにより、資金調達、部材調達、施行責任等の面でのリスクが大幅に低下するものと想定される）

・財政負担の平準化（、軽減）
・地元企業の活用

＜実現のための課題＞
・労務・部材調達、工事可能時期
・関係省庁との調整 等

スキーム概要

自治体のメリット及び実現のための課題
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